
「大田区のめざす国際化」とは？
～在日外国人児童への日本語教育支援の拡充を！～
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間違いだらけの防災

一人ひとりの備えが、災害に強いまちをつくる！

●大田・生活者ネットワークきたざわ潤子にご意見をお寄せください。

○

○

行政が何とかしてくれる、消防が助けてくれるという人まかせの発想は、一人ひとりの思考停止を
もたらし、自分の身を守れなくなってしまう危険性があります。
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災

本年５月現在、区内に通学する外国籍の小学生は362名、中学生は198名、合計560名です。
現在区内には約2万人の外国人が住み、国別多い順は、中国、韓国、フィリピン、ネパール、
ベトナム、アメリカ、タイと続き、119か国の国籍があります。海外から移住する人は年々増
えています。

　区は、海外から移住してきた子どもたち
に、希望があれば、地域の学校に通い始める
前に、週3日午前中に日本語教室へ通えるよ
う支援しています。日本語教室は民間の2団
体に委託しており、消費者生活センターでは
「レガート大田」、山王会館では「ぐるりっ
と」が子どもたちへの指導を行っています。
また、就学後は児童ひとりに日本語講師を年
間60時間派遣する区の制度や、小学3年生以
上を対象にした週1回日本語学級へ通級する
都の制度があります。しかし、日本語学級は
蒲田小・中学校に１級ずつのみ設置されてい
るため、通級に時間や交通費がかかる地域が
あること、普段通っている学校の授業を休む
必要があることなどの課題があります。さら
に、教育委員会は制度による支援の上限を

15歳と設定しているため、16～18歳の学生
は支援を必要とする場合であってもこれを受
けることができません。
　国籍がどこであれ、子どもの学習する権
利は守られるべきものです。日本での学習
を受けるにあたっては日本語習得は教育の
重要なインフラと位置づけ、そのプログラ
ムは制度化するべきだと考えます。また日
本語教育に携わる人材の育成・研修制度や
市民ボランティアの活動を広げるための後
押しが必要です。
　大田区に住む外国籍の子どもたちが、楽し
い学校生活を送り、地域の子どもたちとも友
情を育むことができる環境をつくることが、
お互いを理解し、共同する力を育てるグロー
バル化の実践であると考えます。

商店街活性化、マルシェ（青空市場）の
可能性について
　スーパーとはちがう小売り商店の魅力のひとつに、店先
での“対話”があります。これは現代社会が失いつつあ
り、しかし人が常に欲している他者との交流です。この点
からもマルシェの可能性は大きいと考えます。
　区内では池上本門寺の朝市、蒲田西口の多摩川マル
シェ、いずれも定例化する中で、リピーターが増え、にぎ
わいを見せています。さかさ川通り（蒲田駅東口）の「お
いしい収穫祭」のようなオープンカフェ型であれば、客の
滞留時間が長くなり、産直市であれば、都市と地方との交
流、地方の活性化にもつながります。
　マルシェに出店した若者がやがて自分の店をもつなど、
若者の挑戦の場になっていること、人との会話を楽しみに
マルシェにやってくる独居の高齢者がいるなど、新たなコ
ミュニティの再生となっています。
　マルシェの継続的な運営については、コーディネート力
を持つ担い手が欠かせません。出店希望者との調整、各種
申請、イベント企画、広報など、常にアイディアや人の力
を集めて発信していくことが継続の要となります。
　意欲ある商店会が第一歩を踏み出しやすくするために、
コーディネーターなど担い手に対する経済的保障ができる
しくみを期待します。

　必ず起きるといわれている首都直下地震に加え、南海トラフ地震
がいつ起きてもおかしくないといわれています。いずれの地震で
も、私たちの地域は震度6弱から強が想定され、被災生活の長期化
は避けられません。
　阪神大震災の経験から、自治体では避難所になる学校の耐震化
や、1～2日分（それ以降は東京都や国が物資を送る）の食料と飲料
水、毛布類が保管されるようになりました。しかし、大地震が起こ
るたびにテレビでは、避難所の物資不足が報告され、過去の経験が
生かされていないと非難の声が上がります。
　想定される首都直下地震、南海トラフ地震は太平洋側の大都市圏
を直撃する、過去に経験したこともない災害となります。消防、警
察、自衛隊、行政も被災し、交通機関もマヒした中で、他県から

の応援に過大な期待はできません。都市機能が東京に集中している
ことも、巨大災害の大きなリスクとなっています。
　阪神・淡路大震災の被害の大きかった神戸市、芦屋市、西宮市の
人口は約200万人で、避難者はピーク時30万人（建物被害者）でし
た。多くの住民が倒壊していない（無傷ではない）自宅で、長期間
の被災生活を送っていたのです。
　被災しても、大半の住民は自宅で被災生活を過ごさなければなり
ません。耐震化をめざした災害に強いまちづくりはもちろん、私た
ち一人ひとりの主体的な備えと防災拠点となる学校を中心に減災に
向けて行政と共に地域の中で取り組むしくみが必要と考えます。


